
効果概要：史跡 津山城跡では、排水対策を含む石垣の老朽化対策を実施。令和4年台風第14号で、城内の他の箇所の
被害（復元建物である備中櫓の漆喰壁剥落等）が発生した一方、老朽化対策実施済の「二の丸東側石垣」では
被害が生じなかった。また、令和5年台風第7号においても被害が生じなかった。

府省庁名：文化庁

 実施主体：岡山県津山市

 対策の概要：

石垣の老朽化対策

 事業費：2.4億円

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分） 0.4億円）

 その他：

• 津山城跡では、平成30年7月豪雨にて法面が崩落するなどの
被害が発生。

• 本事業は令和5年3月に完了したものではあるが、令和4年の
台風14号上陸時には概ね整備できていたため、城内の他の
箇所の被害（復元建物である備中櫓の漆喰壁剥離等）が発
生した一方、「二の丸東側石垣」では被害が生じなかった。

• また、令和5年の台風7号においては、隣町に所在する文化財
において遊歩道が破損する被害が発生したが、津山城跡の
整備済の石垣に被害は生じなかった。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
国指定重要文化財における対策事例（史跡の老朽化対策）（岡山県津山市）

老朽化対策工事

老朽化対策工事完了



高規格道路のミッシングリンク解消及び4車線化、高規格道路と直轄国道との
ダブルネットワーク化等による道路ネットワークの機能強化対策（宮崎県宮崎市～日南市）

0

 実施主体

国土交通省 九州地方整備局 宮崎河川国道事務所

 事業概要

東九州自動車道 清武JCT～日南北郷IC間（延長19.0ｋｍ）は高

速道路 ネットワークの一部を構成しており、九州東部の広域的

な連携や、物流の効率化及び地域の発展、災害に強い道路ネッ

トワークの構築等のため整備を実施した。

 事 業 費 ：1,622億円

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）15億円）

 効 果

令和５年梅雨期の大雨において、日南市伊比井地区では、規
制基準を超える連続雨量194mmを記録し、国道220号は約13時
間の全面通行止めを行ったが、令和５年３月２５日に開通した
東九州自動車道 清武南IC～日南北郷IC間が迂回路となり、

代替機能を発揮した。

東九州自動車道 清武JCT～北郷

対策概要：激甚化、頻発化する災害から速やかに復旧・復興するためには、道路ネットワークの機能強化が必要。発災後概ね１
日以内に緊急車両の通行を確保し、概ね１週間以内に一般車両の通行を確保することを目標として、災害に強い国土
幹線道路ネットワークの機能を確保するため、高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化等を推進。

府省庁名：国土交通省
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▲写真① 国道220号における規制(伊比井地区)
（令和5年7月3日～4日）

写真①

▲写真② 東九州道 清武南IC～日南北郷IC間
（令和５年３月２５日：開通時の状況）

至 大分

至 鹿児島

写真②

至 鹿児島

清武JCT
～北郷

(延長19.0km)

※清武南IC～日南東郷IC間の規制基準
連続雨量250mmもしくは、
連続雨量150mmかつ時間雨量50mm

災害時の効果発揮事例

５か年加速化対策



 実施主体：九州地方整備局 筑後川河川事務所

 実施場所：福岡県朝倉市

 事業概要：砂防堰堤等３０基、斜面対策等

 事 業 費 ：約２１４億円

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約２２億円）

 効 果：

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
砂防堰堤整備により土砂・流木を捕捉し、土砂災害を防止（福岡県朝倉市）

【事例】筑後川水系赤谷川特定緊急砂防事業

対策概要：筑後川水系赤谷川流域では、甚大な被害を受けた平成29年7月九州北部豪雨災害以降、令和5年6月までに直
轄砂防事業にて砂防堰堤等を集中的に整備し、福岡県に施設移管を行った。令和5年7月10日出水では大量
の土砂・流木が発生したが、それらの施設が効果を発揮し、土石流及び土砂・洪水氾濫による被害を防いだ。

府省庁名：国土交通省

土砂・流木を捕捉し
土砂被害を防止

全ての渓流で土石流が発生
下流の人家等に甚大な被害

H29.7災害直後

・令和5年7月の梅雨前線豪雨では、赤谷川流域に甚大な
被害を及ぼした平成29年7月九州北部豪雨と同規模の雨
量を観測し、流域全体で大量の土砂・流木が発生したが、
直轄事業にて整備した砂防堰堤のうち計19箇所で約10万
ｍ３の土砂・流木を捕捉して土石流被害を防止するとともに、
赤谷川本川への土砂流出を軽減し、そして権限代行（県に
代わり国が整備）により整備した河道にて安全に流下させ
ることで、家屋浸水被害を防いだ。
・また、事業実施中にも、平成30年7月豪雨や令和2年7月
豪雨による土砂・流木を捕捉し、繰り返し効果発現を確認
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効果概要：近年の豪雨により排水不良が生じ、湛水被害が頻発したが、排水機場の新設により排水機能を強化すること
で令和５年７月の大雨では湛水被害は発生しなかった。

府省庁名：農林水産省

５か年加速化対策３か年緊急対策

災害時の効果発揮事例
排水機場の新設による湛水被害の防止（福岡県久留米市）

 実施主体：福岡県

 対策の概要：

排水機場を新設（計画排水能力3.4m3/s）

 事 業 費 ：9.5億円

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）2.8億円）

（うち３か年緊急対策による事業費４億円）

 効 果：

久留米市浮島地区は筑後川とその支流に囲まれた
低平地であり、地形的な特質から令和２年７月豪雨
（48.0mm/h）などの大雨時に排水が効かず湛水して
いる状況であった。

このため、令和５年４月に排水機場を新設し、排水
機能を強化し、湛水被害の解消を図った。その結果、
令和５年７月豪雨（51.0mm/h）では湛水被害が発生せ
ず、農地及び宅地への湛水被害を未然に防止すると
ともに、地域の安全・安心の確保に寄与した。

対策前（令和２年７月豪雨） 対策後（令和５年７月豪雨）

浮島地区浮島地区

新設排水機場

＜新設した西ノ島排水機場＞

＜対策前後の状況＞

湛水状況 豪雨時排水状況

浸水想定図（最大48.0mm/h） 浸水想定図（最大51.0mm/h）

想定浸水深（ｍ）
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深

0

5

10



効果概要：長野県下伊那郡天龍村内においては、令和５年６月梅雨前線に伴う大雨により山地災害が発生したが、
５か年加速化対策により治山対策を実施した地区については、流木・土石流対策を行っていたため、山地災害
の発生を未然に防止し、事前防災効果を発揮した。

府省庁名：農林水産省

 実施主体：長野県

 対策の概要：土石流等の山地災害等発生リスク
の高い地区における治山対策の実施

 事業費：約2,800万円（うち５か年加速化対策（加
速化・深化分） 約2,800万円）

 その他：

長野県下伊那郡天龍村では、令和５年６月梅雨前
線に伴う大雨により山地災害が発生したが、５か年
加速化対策により設置した流木止工が既存治山施
設と相まって流下してきた土砂及び流木を捕捉し、
下流域への被害を未然に防止した。

また、下伊那郡天龍村全体では、令和２年７月豪
雨の際にも山地災害が発生しており、令和５年６月
梅雨前線の大雨も同程度の降水量だったものの、
これまでの治山対策の進捗により、山地災害による
被害額は少なかった。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
治山事業による事前防災効果（長野県下伊那郡天龍村）

■ 対策直後（令和４年３月）

■ 令和２年７月豪雨と令和５年６月梅雨前線
に伴う大雨における降水量と山地災害被害
額の比較

・山地災害被害額：長野県下伊那郡天龍村における被害額
・降水量の観測地点：阿南
・令和２年７月豪雨の降水量：2020年７月25日から26日までの日雨量の合計
・令和５年６月梅雨前線に伴う大雨の降水量：2023年６月２日から３日までの
日雨量の合計

■ 位置図（国土地理院航空写真）

一級河川
天竜川

治山施設

JR平岡駅

降水量
（mm）

被害額
（億円）

令和２年７月 239.0 1.00

令和５年６月 245.5 0.62

今回設置
既設

■ 災害発生直後
（令和５年６月）

※上流の既存治山施設

５か年加速化対策により設置した流木止工

しもいなぐん てんりゅうむら



効果概要：令和５年６月梅雨前線による大雨では、大和川流域で平成２９年１０月出水と同規模の雨量を記録したが、
河道掘削や遊水地・雨水貯留施設の整備など、流域全体での治水対策により、浸水戸数が大きく減少。

府省庁名：国土交通省

 実施主体：

・国土交通省 近畿地方整備局 大和川河川事務所

・大和川流域自治体（奈良県域）

 対策の概要：河道掘削､遊水地・雨水貯留施設整備等

 事業費※：事業費４８５億円（H３０～R５）

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）８５億円）

（うち３か年緊急対策による事業費８７億円）
※直轄および奈良県内の河川事業（奈良県聞き取り）

 その他：

５か年加速化対策 ３か年緊急対策

災害時の効果発揮事例

大和川水系大和川 流域治水対策による浸水被害の軽減
（奈良県 大和川流域（奈良市・王寺町・三郷町・田原本町など））

↑
大和川

王寺町 三郷町

河道掘削範囲（整備済）
築堤区間（整備済）

JR
三
郷
駅
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浸水戸数
（戸）

・平成２９年１０月出水では１２時
間雨量１５５mmを記録し、２５８
戸で浸水を確認。
・流域全体での治水対策により、
令和５年６月出水では同規模の
雨量（１２時間雨量１４０mm）を
記録したものの、浸水戸数は４
３戸に減少。

大阪府

奈良県河川情報システムHPより
奈良市横井地先遊水地(県)

上：貯留状況
右：流入状況

田原本町社会福祉協議会駐車場
雨水貯留施設(町)

駐車場

遊水地

貯留施設の状況河道掘削の状況

6万m3

8万m3

田原本町雨水貯留施設(町)



効果概要：５か年加速化対策により、急傾斜地崩壊防止対策を実施。令和５年台風第２号に伴う大雨によりがけ崩れが発
生したが、崩壊土砂を捕捉。周辺人家等への被害を未然に防止した。

府省庁名：国土交通省

 実施主体：和歌山県

 対策の概要：急傾斜地崩壊防止施設の整備

（落石防護柵・擁壁）

 事業費：事業費約３．１億円

（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）０．５億円）

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例

急傾斜地で発生したがけ崩れにおいて崩落土砂を捕捉し、
人家等への被害を防止（和歌山県海南市）

急傾斜地崩壊防止施設
（落石防護柵及び擁壁）

土砂災害警戒区域
（急傾斜地の崩壊）

施設完成年度：令和４年度

全景
近景

がけ崩れ発生箇所

土砂抑制状況
崩壊土砂
を捕捉!!

がけ崩れ発生箇所

発生日 ：令和５年６月２日
降雨状況：連続雨量 209mm （６月１日19時～２日24時）

時間最大雨量 28mm （６月２日 9時～10時）
かいなん はたがわ

発生箇所：和歌山県海南市 幡川１地区



効果概要：農業用ダムの有効貯水量を洪水調節に最大限活用するため、５月31日から６月２日にかけて、
全国６基の農業用ダムにおいて事前放流を実施し、下流河川の水位上昇の緩和・被害防止に寄与した。

府省庁名：農林水産省

 実施主体：施設管理者（国、県、水資源機構、土地改良区等）

 対策の概要：事前放流実施ダム一覧（５/31～６/２）

※ 事前放流に加え、農業用ダム５基において利水空き容量を活用して
洪水調節容量を確保。

 効 果：
・農業用ダム11基において、貯留していた用水の
事前放流や、利水空き容量の活用により
合計2,600万m3の洪水調節（治水）容量を確保。

・河川水の貯留により、ダム下流河川の水位上昇の
緩和・被害防止に寄与。

５か年加速化対策

災害時の効果発揮事例
農業用ダムによる洪水調節機能強化の取組

｢事前放流｣とは、大雨による流入量を予測し、降雨３日前から、利水貯留水を
放流し、洪水調節容量を確保する取組

水系 ダム名 所在地 管理者

神通川 湯谷川ダム 富山県 富山県

木曽川 牧尾ダム 長野県 水資源機構

木曽川 松野ダム 岐阜県
可児土地改良区、可児川防災等
ため池組合

豊川 大島ダム 愛知県 水資源機構

矢作川 羽布ダム 愛知県 愛知県

加古川 呑吐ダム 兵庫県 農林水産省近畿農政局

ゆたにがわ

はぶ

どんと

かに かに がわ

まきお

まつの

おおしま

牧尾ダム（長野県）事前放流状況

農業用ダムにおける洪水調節容量の確保の経過（牧尾ダム、令和５年６月）



 対策の概要及び事業費：

・ため池において洪水吐きの
流下能力を向上させる工事を
実施し、能力を大幅に強化。
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効果概要：「倉谷池」では、洪水吐きの流下能力を向上させる工事を実施。令和５年６月の大雨時(55mm/時)に、
洪水を安全に流下させ、下流側の農地、住宅等には被害が発生しなかった。

府省庁名：農林水産省

 実施主体：和歌山県

 対象施設：倉谷池

 効 果：

災害時の効果発揮事例
倉谷池の防災・減災対策（和歌山県橋本市）

事業名 事業費 対策期間

農村地域防災減災事業
1億4,270万円

うち洪水吐き部
6,450万円

H30～R3

うち５か年対策 1,000万円 R2• 洪水吐きの流下能力が不足しており、

大雨時に洪水が堤体を越流すると、ため池が決壊して、

下流側の農地、住宅等に被害が生じるおそれがあった。

• 洪水吐きの流下能力を大幅に強化

• 令和５年６月の大雨時（55mm/時）に被害なし

対策後

く ら だ に い け

対策前

５か年加速化対策

防
災
工
事

対策後
（55.0mm/時の大雨でも被害なし）

対策前の洪水吐き

(12.54m3/s) (45.53m3/s) (22.26m3/s)

対策前

対策前 対策後 令和５年６月の大雨

対策後の洪水吐き

洪水吐きの流下能力（雨量換算）

洪水吐きの
対応可能な雨量

洪水吐き
越流幅 7.0m
流下能力 12.5m3/s 

洪水吐き
越流幅 10.3m
流下能力 45.5m3/s （約3.6倍）

令和５年６月
大雨での実績



効果概要：令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号等において、消防団設備整備費補助金を活用して配備した資機
材を活用することで、各地の消防団において災害対応能力の向上に寄与した。

府省庁名：総務省消防庁

災害時の効果発揮事例
救助用資機材等の整備の促進による消防団設備の強化（愛知県安城市 等）

５か年加速化対策

 実施主体： 愛知県安城市 等

 概要：
愛知県安城市では、大雨に伴う河川の増水があったところ、

消防団設備整備費補助金を活用して配備した救命胴衣を用
いることで、団員の安全を確保した上で、巡視活動を実施す
ることができた。
その他、住民の救助活動においてトランシーバーを用いた

団員間の即時的な状況報告（山口県山口市）や、倒木被害
の現場においてチェーンソーを用いた撤去活動（和歌山県紀
美野町）が実施されるなど、各地の消防団において災害対
応能力の向上に寄与した。

 事業費： 令和４年度 約７．５億円
（うち５か年加速化対策約２．５億円）

 補助対象事業者：
都道府県（消防学校で使用するものに限る。）
市町村（一部事務組合及び広域連合を含む。）

 補助金の趣旨・発揮される効果：

災害時における消防団のより効果的な救助活動を図るため、
消防団への救助用資機材等の整備を促進することを目的。
近年の災害頻発、３か年緊急対策の実績を踏まえ、５か年
加速化対策においても、大規模災害に対応できるよう支援。

愛知県安城市提供

配備した
救命胴衣

補助対象資機材等（例）
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平成30年3月豪雨 令和5年台風2号

 実施主体：国土交通省 中部地方整備局

沼津河川国道事務所

 対策の概要：豪雨（冠水）対策

・排水構造物工 約１，０００ｍ

 事業費：事業費１．２億円

（うち３か年緊急対策による事業費１．２億円）

 その他：

・平成３０年３月豪雨では、連続雨量９９mm、時間雨量最大２２ｍｍ

を観測し、道路冠水が発生

・３か年緊急対策として、冠水対策を実施した結果、令和４年９月

台風１５号（連続雨量：２２３mm）、令和５年６月台風２号（連続雨

量：４１６mm）では、冠水が発生した平成３０年３月豪雨を上回る

雨量を観測したが、冠水等が生じることなく、交通機能を確保

３か年緊急対策

災害時の効果発揮事例

国道１３８号線 道路の排水施設等に関する緊急対策
（静岡県駿東郡小山町）

効果概要：３か年緊急対策により、道路の排水施設等に関する緊急対策として、冠水実績がある等の排水不良箇所にお
ける排水構造物設置工事を実施。
令和４年９月台風１５号、令和５年６月台風２号では、冠水が発生した平成３０年３月豪雨を超える連続雨量を
観測したが、路面冠水等が生じることはなく、交通機能を確保。

府省庁名：国土交通省

【位置図】

静岡県

須走地区

【連続雨量の比較】

【対策前（冠水状況）】 【対策後】

(mm) 令和２年３月
対策完了

測定箇所：須走雨量観測所

冠水発生

冠水無し

路面側溝

すんとうぐん おやまちょう



効果概要：令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による土砂災害現場において災害現場映像をリアルタイムに伝
送することで、警察本部、警察庁、首相官邸等との迅速な情報の共有を図り、効果的な部隊運用に貢献した。

府省庁名：警察庁

 実施主体：警察庁

 対策の概要：

 事業費：事業費約9.3億円

（うち３か年緊急対策による事業費約9.3億円）

 効果：

３か年緊急対策

災害時の効果発揮事例
警察情報通信設備・機器の整備等に関する緊急対策（静岡県浜松市）

土砂災害現場 整備資機材

災害時における警察情報通信設備・機器の機能を強
化するため、 47都道府県に映像伝送用資機材等の更
新・増強等を行う。

令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による
静岡県浜松市内の土砂災害現場において、映像伝送
用資機材を活用して、被災状況や警察部隊の活動状
況等の災害現場映像をリアルタイムに伝送することに
より、警察本部、警察庁、官邸との迅速な情報の共有
を図り、効果的な部隊運用に貢献した。



効果概要：近年、水害等の大規模災害の発生頻度が高くなっていることから、浸水した地域等での活動に必
要な装備資機材を充実・強化することにより、より迅速かつ的確な救出救助活動を実践する。

府省庁名：警察庁

 実施主体：埼玉県警察

 対策の概要：

 事業費：約4.7億円

 効果：

災害時の効果発揮事例

警察における災害対策に必要な資機材に関する対策（埼玉県越谷市）

被災者の救出状況

埼玉県警察において、警察庁が各都道府県警
察に浸水等の水害対策として配分した水難救助
資機材を活用し、令和５年梅雨前線による大雨
及び台風第２号により埼玉県越谷市で発生した
浸水被害により車両内に取り残された被災者に
対し、警察官が迅速かつ的確な救出救助活動を
実施した。

災害応急対策のため、必要な装備資機材（水難
救助資機材）の整備等を行う。

平成３０年度
補正予算



効果概要：広域交通管制システムを運用し、災害時の交通対策の立案に活用できるデータを提供した。

府省庁名：警察庁

 実施主体：警察庁

 対策の概要：

 事業費：約8.9億円

 効果：

災害時の効果発揮事例

交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用（全国）

発災（令和５年６月２日）後に収集した交通情報

画像は令和５年６月３日７時時点のもの

警察庁において、各都道府県警察が収集した交通情
報、交通流監視カメラの画像等の閲覧を可能にするとと
もに、各都道府県警察が収集した交通情報に民間事業
者が保有するプローブ情報を融合するためのシステムを
整備・運用し、災害時の交通対策の立案に活用する。ま
た、収集した交通情報を一般に対して一元的に提供する
ことにより、運転者の適切な経路変更等を促すことで交
通の安全と円滑を図る。

令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号では、各
都道府県警察が収集した交通情報、交通流監視カメラ
の画像等の閲覧等を可能にする広域交通管制システム
を運用し、災害時の交通対策の立案に活用できるデータ
を提供した。

令和元年度～令和５年度
当初予算
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